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要旨 

本研究は、日本企業のアジア進出戦略のなかで重要な位置を占めるベトナムと中

国における大学生の企業選択基準について、ポリシー・キャプチャリング法を用い

た相対的重要度の推計を行った。分析の結果、両国ともに昇進機会の相対的重要度

が高い点は共通であったが、給与水準や企業国籍の相対的重要度には若干の相違が

みられた。特にベトナムでは、従来想定されていたよりも給与水準の相対的重要度

が低いことが明らかとなった。両国における現地適応能力を高めるうえでは、これ

らの結果を踏まえた異なる採用戦略の展開が要請される。 
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1. 問題意識 

人材採用は、組織の存続と成長にとって、もっとも重要な人材マネジメント施策

である (Taylor and Collins, 2000)。なかでも企業活動のグローバル化が一層進展する

昨今、多国籍企業にとっては、有能な現地国籍人材をいかに確保するかという点が

進出国での事業の成否を握る重要な鍵のひとつとされる。たとえば Evans et al. 

(2002) や Scullion and Collings (2006) は、現地事情に詳しい人材 (local insider) とし

て現地国籍人材を活用することの重要性を指摘している。しかしその一方で、Caves 

(2007) や Newburry et al. (2006) は、外国籍企業は現地国籍人材についての情報・知

識に乏しく、その結果、優秀な現地国籍人材の確保に際して不利な立場に置かれて

いると指摘している。すなわち外国籍企業にとっては、各国における求職者の企業
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選好を理解することが、優秀な現地国籍人材の確保に向けての初期課題となりうる

のである。 

ここで日本企業のアジア進出戦略に目を向けると、2013 年 10 月時点で日本企業

の進出数が最大なのは中国である 2 が、近年は中国一辺倒からの見直しを図るなか

で、チャイナ・プラスワンの最有力先としてベトナムへの関心が高まっている (国

際協力銀行, 2012; 日本貿易振興機構, 2012)。しかしながら、両国における求職者の

企業選好に関する学術研究は、管見の限り国内外を問わずあまり多くないように思

われる。民間企業による人気企業ランキングや就業意識に関する調査はいくつか存

在するが、中国で 2011 年に実施された調査 3 では人気企業トップ 50 に日系企業が

ひとつもランクインしておらず、またベトナムで 2013 年に実施された調査 4 でもト

ップ 50 にランクインした日系企業はわずか 6 社である。また、ベトナムと中国はと

もに有能な現地人材の獲得に際して厳しい競争を強いられることがすでに指摘され

ており (e.g., Vo, 2009; Warner, 2008)、日系企業がベトナムと中国の双方で現地人材

の誘引力を高めなければならない状況に置かれていることは、疑いようのない事実

であるといえる。中国拠点に加えて、あるいは中国拠点を代替する拠点としてベト

ナム拠点の設置に踏み切る日本企業の増加が見込まれるという昨今の情勢を踏まえ

ると、両国における新規学卒者の企業選好の異同を理解し、それぞれに適合的な人

材採用戦略を展開することは、日本企業の各国への現地適応  (local responsiveness) 

能力の形成と向上にとって重要である。 

そこで本研究では、ベトナムと中国で高等教育を受ける大学生が持つ企業選択基

準を定量的に調査したうえで、両者の比較を試みる。その際、複数の企業選択基準

を見比べて意思決定を下すという回答者の判断プロセスを考慮した実験的研究手法

であるポリシー・キャプチャリング法 (policy-capturing methodology) を用いて、要

因の相対的重要度を探索的に明らかとする。実際の意思決定に近い状況を実験的に

生み出して測定することにより、無意識下で行われている選択基準間の相対比較の

結果を捉えることを目指す。 

 

2. 関連研究の整理 

2.1 人材採用、企業選好に関する全般的な研究  

人材採用をめぐる研究の多くは、求職者  (主に学生) が企業の採用施策  (たとえ

ば IT を活用した採用活動、給与・勤務地・平等性に関する情報の提供、組織のイメ

ージ、企業の評判、リクルーター  [採用担当者 ] の振る舞い、RJP [Realistic Job 
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Preview: 現実的な仕事情報の事前開示] など) にどのような反応を示すかという点

に主眼が置かれてきた (e.g., Breaugh, 2008; Collins, 2007; Duffy and Sedlacek, 2007; 

Lievens and Chapman, 2009; Moser, 2005; Taylor and Collins, 2000)。Chapman et al. 

(2005) によるメタ分析では、仕事と組織に関する要因 (組織のイメージ、職場環境、

仕事のタイプ) や、組織と個人の適合知覚 (perceived person-organization fit) が、求

職者の企業に対する選好度についての特に有力な予測因子であることが指摘されて

いる。また学生が多国籍企業と中小企業とで就職先を検討する際、より高い給与や

充実した福利厚生、望ましいキャリアの獲得などへの期待から、多国籍企業を好む

傾向があるという指摘もみられる (e.g., Ahmadi and Helms, 1997; Moy and Lee, 2002)。 

しかし、これまでの研究では各要因について独立した質問を行っている場合が多

く、選択基準間の相互作用が考慮されているとは言い切れない側面がある  

(Rottenberg, 1956)。たとえば、一般に多くの人は、企業選択の際に給与水準や福利

厚生、雇用区分、職種、勤務地、企業の評判、キャリア発展の可能性など、非常に

多岐にわたる要因の情報を意識的あるいは無意識的に解釈・統合して、最終的な意

思決定を下すであろう。このとき、各要因について独立して重要度を質問した場合、

その回答には、現実の意思決定のなかで行われる「正社員雇用だけは絶対に譲れな

いが、それ以外、特に勤務地は妥協してもよい」というような、複数要因を見比べ

て相対的な重要度を判断するプロセスの一部が反映されない可能性がある。また、

前掲した項目はいずれも重要度が高くなりうるものであり、すべてについて重要度

が高いという回答がなされる可能性も考えられる。 

この課題の克服に向けて、人間の判断や意思決定に関する心理学分野で発達した

ポリシー・キャプチャリング法と呼ばれる手法を用いた試みが複数みられる  (e.g., 

Aiman-Smith et al., 2001; Cable and Judge, 1994; Dunn et al., 1995; 小川・大里, 2010)。

ポリシー・キャプチャリング法は、人間が判断や意思決定をくだす際に、利用可能

な情報をどのように利用しているかを明らかにしようとする実験的な研究手法 

(林・関口, 2006; Karren and Barringer, 2002) であり、その目的は個人の意思決定時の

方針  (ポリシー) を明らかにすることにある。具体的にいえばポリシー・キャプチ

ャリング法では、A、B、C という 3 つの要因を考慮した意思決定において、C が最

重要視され、次いで A を考慮し、最後に B を参考にする、というような判断の傾向

や特性を捉えることが可能となる。マーケティング分野で活用されているコンジョ

イント分析と多くの共通点を持っており (林・関口, 2006)、ポリシー・キャプチャ

リング法において混交要因デザイン (confounded factorial design) の一部要因実施計
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画 (fractional factorial design) を用いた場合を、コンジョイント分析と同等と見なす

ことができるように思われる。ただし、ポリシー・キャプチャリング法において一

部要因実施計画を採用した場合、全要因計画 (full factorial design) の採用時に比べ

て、得られた結果の妥当性に対する懸念が大きいという問題がある  (Graham and 

Cable, 2001)。たとえば、4 要因・3 水準の調査を行う場合、全要因計画では要因と

水準の考え得る組み合わせ 81 通り (=3×3×3×3) すべてを用いた質問票を作成す

るのに対して、一部要因実施計画では 81 通りのなかから代表的な 20 通りを抽出し

た質問票を作成する。このとき、推計される各要因の相対的重要度が、抽出された

20 通りの組み合わせの内容に強く依存することは想像に容易い。すなわち、すべて

の組み合わせを正しく代表する 20 通りを抽出できるか否かという点が極めて重要

な論点となる 5。 

ポリシー・キャプチャリング法による調査の実施例のひとつに、首都圏の私立大

学にて直接的な質問方法とポリシー・キャプチャリング法の双方を用いて大学生の

企業選択基準を調査した小川・大里 (2010) がある。小川・大里 (2010) の分析から

は、測定方法によって結果に若干の相違が見られることが確認されている。このこ

とは、ポリシー・キャプチャリング法の利用によって人々の直感的・無意識的な意

思決定における判断を捉えることができる可能性を示唆しているといえよう。 

 

2.2 ベトナム・中国を対象とした研究 

ベトナムおよび中国における人材採用や企業選好に関する調査研究は、管見の限

りあまり多くは見られない。そのなかでも、ベトナムと中国の両国について言及す

るリクルートワークス研究所 (2013) や労働政策研究・研修機構 (2010) は、本研究

の関心に照らして興味深い論考であるといえる。 

リクルートワークス研究所 (2013) は、アジア 8 カ国 (中国、韓国、インド、タ

イ、マレーシア、インドネシア、ベトナム、日本) に住む大卒以上で 20～30 歳の既

就業者へのアンケート調査を比較分析している。この調査において、ベトナムと中

国に共通してみられた要素は、以下の 2 点である。ひとつは、就業先決定に際して

「親」や「大学・学校の講義・授業」、「インターンシップなどの就業体験」が強い

影響を与えている。もうひとつは、仕事をするうえで大切だと思うものを最大 3 点

まで選択する設問において、選択率が 1 位であったのは「高い賃金・充実した福利

厚生」であった。ただし、選択率 2 位以下は異なっており、中国では「明確なキャ

リアパス」「自分の希望する仕事内容」、ベトナムでは「教育研修の機会」「雇用の安
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定性」であった。 

労働政策研究・研修機構  (2010) は、日本企業がアジア諸国の高度人材および高

度人材予備軍から就職先として選ばれる存在となっているのかを検討すべく、ベト

ナム (ハノイ) と中国 (北京・大連) において大学生・大学院生を対象としたヒアリ

ング調査を実施した。両国に共通してみられた特徴は、①外国にある外国企業への

就職希望者は皆無 (ハノイ、北京)、もしくは少数 (大連)、②雇用の安定を重視して

国有企業への就職を希望する、③自分の専門性を活かした職業に就くことを希望す

る、という 3 点であった。一方で相違点として、ベトナムでは専門性と同等に賃金

水準を考慮するが、中国では賃金の重要度が相対的に低いということが確認された。 

ベトナムを取り上げた研究 (e.g., Froese et al., 2010; 加藤, 2010; Kim et al., 2012) 

では主に、日系企業への企業選好度の多寡に影響を与える、求職者の個人属性ある

いは企業についての認知内容の検討がなされてきた。選好度を高める要因としては、

高い給与水準 [企業]・金銭重視度の高さ [個人] (加藤, 2010; Kim et al., 2012) や日

系企業に勤務する家族・友人の存在 [個人] (Kim et al., 2012)、キャリア発展の機会  

[企業] (Froese et al., 2010)、研修プログラム [企業] (加藤 , 2010)、日本の技術開発力

の高さへの知覚 [企業] (Froese et al., 2010) などが挙げられている。 

中国を取り上げた研究 (e.g., Baum and Kabst, 2013; Han and Han, 2009; 加藤・梁 , 

2011; Turban et al., 2001) では、日系企業に限定されず、国有企業も含んだ広く一般

の企業への選好度の多寡に影響を与える要素が検討されてきた。これらの研究を総

括すると、求職者と企業とのあいだの guanxi (関係) の強さ (Turban et al., 2001; Han 

and Han, 2009)、外資系企業 6 であること (Turban et al., 2001)、良好な職場環境 (Baum 

and Kabst, 2013)、キャリア発展の機会 (Baum and Kabst, 2013)、高い福利厚生・年収 

(加藤・梁, 2011) などが、求職者の企業選好度を説明する有力な予測因子であると

考えられているように思われる。 

ただし、これらの研究の大半は直接的な質問方法で企業選択基準を確認しており、

前節で挙げた選択基準間の相互作用に関する問題点が残存する。また、法令や経済

環境が目まぐるしく変化するベトナムや中国の現状を踏まえると、調査時点からの

時間経過とともに選択基準の重要度にも大きな差違がみられる可能性もある。これ

らの点を考慮すると、各選択基準間の相対的重要度を推計することが可能なポリシ

ー・キャプチャリング法を用いてベトナムと中国における企業選好の最新動向を描

出することには、一定の意義があるものと考えられる。 
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3. 研究課題の導出 

前述してきたように、求職者の企業選好に関する既存研究では、国や地域を問わ

ず、主に以下の 3 つの要因が検討されてきた。第 1 に給与や福利厚生といった報酬

要因、第 2 に教育訓練や昇進の機会といったキャリア要因、そして第 3 に仕事内容

や職場環境、対人関係といった環境要因である。そして、本研究が対象とするベト

ナムと中国においては、企業国籍  (内資・外資) の別も、企業選好度の規定因とし

て検討されてきた。しかし、これらの重要度についての指摘は論者により異なり、

また経時的変化がみられている可能性も否定できない。 

これを踏まえ本研究では、以下の研究課題 (RQ) を設定する。ベトナム・中国に

おける同様の調査があまり多くないことを考慮し、本稿では探索的に検討を行う。 

 

RQ1 ベトナムおよび中国の大学生が、企業選択に際してより重要視する要素は

何か？ 

RQ2 企業選択時に重要視される要素は、ベトナムと中国で相違が見られるの

か？ 

 

4. 調査概要 

本研究にかかる質問紙調査は 2013 年 12 月下旬から 2014 年 1 月にかけて、ベトナ

ムおよび中国で実施された。 

ベトナムでは、ハノイにある同国を代表する 4 年制総合大学の経営学部にて、第

1 著者が質問票の配布と回収を行った。同学部ではすべての講義が英語で実施され

ており、学生の英語力は総じて高いといわれる。そのため、質問票は英語で作成し

たものをそのまま使用した。学部 3 年生および 4 年生を対象とした 2 つの講義内に

て合計で 63 名から回収し、そのすべてを有効回答票とみなした。回答者の内訳は男

性 21 名・女性 42 名 7、3 年生 39 名・4 年生 24 名であった。すべての回答者が、経

営学科 (Faculty of Business Administration) に所属している文系学生である。 

中国では、現地のインターネット調査会社に委託し、中国全土の大学生を対象に

インターネット上で 210 名から回答を収集した。質問票は、中国語を母語とする第

2 著者によって中国語に翻訳したものを使用した。回答者の内訳は、男性 90 名・女

性 120 名、1 年生 24 名・2 年生 51 名・3 年生 69 名・4 年生 66 名、文系 93 名・理系

117 名であった。また、特定の地域・大学への著しい偏りは見られなかった。 

質問票は、個人属性に関する質問部分と、ポリシー・キャプチャリング法を用い
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た間接的な方法で企業選好度を測定する部分の大きく 2 つのパートに分かれる。ポ

リシー・キャプチャリング法を用いた企業選好度の測定は、以下のように行われた。

配布した質問票には、複数の企業プロファイルがランダムな順番で記載されている。

回答者にはそれぞれの企業について、選好度 (＝その会社に入社したい度合い)  を

5 段階 (1. まったく選びたくない～5. 強く選びたい) で評価を行ってもらった。過

去の記入内容を振り返って評価の再検討・修正を行うと回答の一貫性が損なわれる

可能性があるため、最後のプロファイルまで中断せず連続して回答を行うよう促し

ている。 

企業プロファイルは、これまでに述べた問題意識や先行研究の結果を参考に「企

業国籍」「仕事の内容」「給与水準」「昇進機会」「教育訓練の機会」の企業選択基準

5 要因を採用し、これらを操作的に加工して作成した。本調査で用いた企業プロフ

ァイルの例  (日本語に翻訳したもの) を以下に示す。プロファイルごとに変化させ

た部分に下線を引いているが、実際の質問票では下線は存在しない。 

 

「ベトナム企業。あなたのやりたい仕事ができる会社である。給与は低い。昇進

機会は少ない。教育訓練の機会は多い。」 

 

本調査では全要因計画を採用したため、企業国籍 3 水準 (ベトナム [あるいは中

国] ・日本・その他の国)、仕事の内容 2 水準 (自分にとって望ましい [＝やりたい

仕事である]・望ましくない [＝やりたい仕事ではない])、給与水準 2 水準 (高い・

低い)、昇進機会 2 水準 (多い・少ない)、教育訓練の機会 2 水準 (多い・少ない) の

すべてを組み合わせた 48 (＝3×2×2×2×2) の企業プロファイルが作成され、その

全数が調査に用いられた。すなわち今回の調査では、実験的な意思決定が 48 社×63

人分＝3024 回 (ベトナム)、48 社×210 人分＝10080 回 (中国) 行われたということ

になる。 

 

5. 分析の方法と結果 

5.1 分析方法  

分析に際して、本調査で用いた企業選択基準 5 要因は下記のように数値変換され

た。企業国籍を除いた 2 水準からなる 4 要因は、水準の高いケースを 1、水準の低

いケースを 0 として数値を割り当てた (たとえば昇進機会 1: 多い、0: 少ない)。ま

た 3 水準からなる企業国籍については、現地国籍企業 (ベトナム企業もしくは中国
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企業) のケースを 1 とする企業国籍（現地）ダミーと、非現地国籍企業かつ非日系

企業のケースを 1 とする企業国籍（非現地・非日系）ダミーの 2 つのダミー変数に

変換した。データセットには、すべての回答者による複数評価が集約されており、

縦が  (プロファイル数×回答者数)、横が  (選好度＋企業選択基準＋個人属性) とい

う構造となっている。したがって、分析に用いるデータセットには、ベトナム調査

の場合は判別不能な回答を除外した 3009 回分、中国調査の場合は判別不能回答が存

在しなかったため 10080 回分すべての実験的な意思決定のデータが含まれることと

なった。 

本報告書に示す分析では、このデータセットを用いて、仕事の内容、給与水準、

昇進機会、教育訓練の機会における 2 水準と、企業国籍をあらわすダミー変数 2 種  

(現地国籍企業ダミー、非現地・非日系企業ダミー) のあわせて 5 要因 6 項目を独立

変数、企業選好度を従属変数とした重回帰分析を実施した。このとき、個人を識別

するダミーと、性別および学年を統制変数として投入している。算出された値のう

ち、有意な独立変数の標準偏回帰係数の絶対値の大小を、企業選択における各独立

変数の相対的な重要度を示す値として解釈した。また、標準偏回帰係数の値の正負

については、正の場合は各要因が企業選好度に対してプラスの影響、負の場合はマ

イナスの影響を与えていると解釈した。 

 

5.2 分析結果  

全サンプルを用いた重回帰分析の結果は、以下の表 1 の通りである。 

ベトナム調査では、使用した企業選択基準 5 要因のうち、企業国籍を除く 4 要因

が企業選好度に対して有意な影響を持つことが確認された。4 要因すべてで、β係

数は 0.1%水準で有意であった。企業選好に対して影響を及ぼす要因は、標準偏回帰

係数の絶対値が大きい順番に①教育訓練の機会 (.357) ②昇進機会 (.338) ③仕事

の内容 (.224) ④給与水準 (.193) であった。教育訓練の機会と昇進機会の 2 要因は

同程度の影響力を持っており、また他の選択基準よりも強く重視されることが推測

された。 

中国調査では、使用した企業選択基準 5 要因すべてが企業選好度に対して有意な

影響を持つことが確認された。5 要因すべてで、β係数は 0.1%水準で有意であった。

企業選好に対して影響を及ぼす要因は、標準偏回帰係数の絶対値が大きい順番に①

昇進機会  (.277) ②給与水準  (.243) ③仕事の内容  (.242) ④教育訓練の機会 

(.213) ⑤中国籍企業 (.147) ⑥非中国・非日系企業 (.092) であった。企業国籍以外
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の 4 要因については、いずれも同程度の影響力を持っていることが推測された。ま

た企業国籍については、日系企業を基準としたときに、非中国・非日系企業への選

好度は相対的に高く、さらに中国籍企業への選好度はそれよりも高いと解釈される。 

 

表 1 有効サンプル全数での重回帰分析の結果 

（従属変数：企業選好度） 
ベトナム 中国 

β t β t 

企業国籍（現地） .002  .101  .147  14.798 ***

企業国籍（非現地・非日系） -.030  -1.714  .092  9.252 ***

仕事の内容 .224  15.001 *** .242  28.210 ***

給与水準 .193  12.904 *** .243  28.339 ***

昇進機会 .338  22.663 *** .277  32.309 ***

教育訓練の機会 .357  23.902 *** .213  24.862 ***

R2 .332   .259    

Adjusted R2 .330 ***  .258 ***  

F 186.20   439.47   

注 1 統制変数の記載は省略した 

注 2 *** = p<.001 

 

6. ディスカッション 

ベトナム調査では、教育訓練の機会や昇進機会といった、より良いキャリア形成

につながりうる要因が高い影響力を示す一方で、給与水準の影響力は相対的に低い

という結果が示された。この結果は、給与水準の重要性の高さを指摘する前掲の既

存調査とは異なる示唆を与えるものとなった。上記の結果からは、ベトナム人学生

の初職選択段階では、将来的に高給を得ることができるようなキャリア形成の機会

がより重要な要因となっている可能性が推察できる。つまり、高い給与は昇進や転

職によっても獲得可能であるため、ベトナム人学生にとって初職での給与水準の重

要度は相対的に低く、自身のエンプロイアビリティ (employability; 雇用されうる

能力) を高めることができる企業であるか否かという点の方がより重要度が高いの

ではないかということである。その証左としては、以下のことが挙げられる。まず、

ベトナムの教育システムは企業側が学生に求める能力の修得にとって充分であると

はいえず (Nguyen and Truong, 2007)、大学教育においても、教育現場での能力開
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発と企業側のニーズとのミスマッチは顕著であるとされる (Trung and Swierczek, 

2009)。すなわち、職業人として長期的に活躍するためには、大卒後の初職企業に

おけるビジネススキルの獲得が必要不可欠なのである。また賃金上昇に対する教育

訓練および昇進の効力の大きさがベトナムの労働法規 8や日本貿易振興機構 (2012) 

から明らかとなっている。つまりベトナムでは、教育訓練と昇進がより高い給与を

得るための必須事項であり、その機会が提供されていない企業は、将来的に高給を

得られる可能性が低い、魅力的ではない企業とみなされていると考えられる。 

中国調査では、昇進機会と給与水準がより重視されており、教育訓練の機会はこ

れら 2 要因と比べると相対的に重視されていないという結果が示された。これらは

概ね、先行研究と同様の結果を示しているといえる。このような結果となる背景の

ひとつには、中国の歴史や価値観のもとに構築された、中国人の内在論理があると

考えられる。たとえば中谷 (2008) は、長期的な利益のために正直・勤勉であろう

とする日本企業の労働観が中国で理解されない理由として、中国人が「企業の安定

のために、なぜ我々が薄給に甘んじなければならないのか」「自分はこれだけ会社の

ために貢献しているのだから、もっと給料を上げてしかるべきである」というよう

な、短期的利得を目指す戦略をとる傾向が強いことを挙げている。また菱田・園田 

(2005) は、中国の大学生を対象に実施した職業選択意識に関する調査を踏まえて、

人々の職業評価の基準が「収入が高い」や「自分の才能を活かせる」といった能力

主義的・物質主義的なものへと傾斜しつつあることを指摘している。これらの言説

にしたがえば、利益の獲得にやや中長期的視点を必要とする教育訓練の機会が相対

的に重視されていないのもうなずける。 

ベトナム調査と中国調査を比較して、もっとも特徴的であるのは、大学生の企業

選好度に企業国籍が与える影響の違いであろう。分析の結果からは、ベトナムでは

企業国籍は統計的に有意でなかったのに対して、中国では日系企業の誘引力は相対

的に弱く、また現地国籍企業が非現地国籍・非日系企業よりも好まれているという

状況が確認された。ベトナム調査については先行研究との相違が見られるが、これ

は直接法とポリシー・キャプチャリング法の差によるものと考えられる。一方、中

国調査については、先行研究と概ね合致した結果が得られた。両国の結果を比較し

てこのような相違が見られる背景には、現地国籍人材のキャリア機会が当該現地法

人に限定される「第 2 のグラス・シーリング」(古沢, 2005) があると思われる。す

なわち、海外勤務への意欲を示す人材が比較的多い (リクルートワークス研究所, 

2008) 中国においては、キャリア発展の機会が中国国内に閉じられていることの多
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い日系企業は就職先候補から除外されるが、その一方で、海外勤務を考慮している

人が極めて少数である (労働政策研究・研修機構, 2010) ベトナムにおいては、キャ

リア発展の機会がベトナム国内に閉じられていることは大きな問題ではないという

ことである。また両国にみられる共通点としては、昇進機会の重要度が高いという

点があり、これらを踏まえると、いずれの国においても入社後の具体的なキャリア

パスの提示が求職者を惹きつけるのに有用であると考えることができる。 

 

7. 本研究の貢献と課題 

本研究は、以下の点において理論的・実務的貢献をもたらしていると考えられる。

まず理論的貢献としては、新興国における大学生の企業選好に影響を与える要因に

ついて検討し、ベトナムと中国の 2 カ国での比較を行っていることが挙げられる。

前述のように、そもそもベトナムと中国における求職者の企業選択基準については

いずれもあまり論じられていないため、その最新動向を描出すること自体が大きな

意味を持つと考えられる。またベトナムと中国は社会的・文化的基盤をある程度共

有しているとされ、経営学領域においても両国の比較研究が盛んになりつつある  

(たとえば呉 , 2010; Nguyen et al., 2011; Ren et al., 2014; 税所, 2011; 関口, 2013) が、

人材採用や企業選好に関する比較研究はほとんど見られていない。本研究の分析結

果からは、東アジア圏に多く見られるとされる類似性は、企業選好においては確認

されないということが示唆された。 

また、ポリシー・キャプチャリング法を用いた調査が新興国で実施されたという

例は管見の限りほとんど見られず 9、新たな地域での調査手法の適用とその結果を

示したという点においても、一定の成果を挙げたといえるであろう。特にベトナム

調査においては、給与水準の重要性がこれまで通念的に考えられてきたほど高くは

なく、実際にはあまり重視されていないということが、ポリシー・キャプチャリン

グ法による統計的推定から明らかとなった。 

次に実務的貢献としては、日系企業の進出が近年相次いでいるベトナムにおける

大学生採用について、求職者側の無意識的な選好を踏まえた新たな採用戦略への転

換を促しうる結果となったことが挙げられる。繰り返しになるが、本研究の議論に

したがえば「現地企業に比べて高い給与に魅力を感じているようだ」という従来か

ら一般にいわれているような考えにもとづく採用戦略は、これまで多くの企業が注

力してきた中国においては一定の有効性を示すかもしれないが、今後の注力地域た

りうるベトナムにおいては妥当ではない可能性がある。すなわち、有能な現地国籍
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人材の質・量両面での確保を図るうえでは、金銭的インセンティブが大きいように

思われる新興国においても、入社後の教育研修制度や想定されるキャリアパスを明

確に事前提示し、また提示する内容を求職者がより魅力を感じるものへと変化させ

ていく必要があるのではないだろうか。ただし本研究では、中国においても、給与

水準がもっとも重視されているというわけではなかったという点を強調しておきた

い。 

本研究は上記のような貢献を果たすと考えられるが、主に以下の 2 点について課

題を残している。ひとつは、サンプリングに関する問題である。中国調査は、地域

や大学ランクについてある程度の分散が確保されている一方で、ベトナム調査は、

ハノイがベトナムの首都であり、また全土を代表する都市であるという前提を置い

ている。しかしながら、南北分断の歴史から北部のハノイと南部のホーチミンシテ

ィとでは人々の気質や価値観に大きな相違があるとされており 10、本研究の仮定が

妥当なものであるかについては、さらなる検討が必要であろう。すなわち、両国の

比較の知見を論じるという点においては、本研究はあくまでも試論的なものに留ま

らざるを得ない側面が強いということである。また、多くの意思決定場面にかかる

データを収集できてはいるものの、回答者の人数自体は決して多くないという数量

面の問題もある。 

もうひとつは、本調査で使用した 5 つの企業選択基準 (要因) とその水準の妥当

性である。ポリシー・キャプチャリング法の全要因計画を用いた調査では、要因や

水準を増やすと質問数が飛躍的に増加する 11 ために、多数の選択基準を子細に検討

することが容易ではない。この方法論上の制約から、本研究では前掲した 5 つの要

因を主体的に選択し、調査を実施した。そのため、今回選択した 5 要因がベトナム

と中国における企業選択基準の探索にとって妥当であったか、また、より影響力の

大きい要因が他に存在していないかという点は、改めて検討すべきであると考えら

れる。あるいは、方法論上の課題点とその克服方法を考慮しながら、ポリシー・キ

ャプチャリング法の一部要因実施計画やコンジョイント分析を採用した調査設計へ

の切り替えを検討することも望ましい選択肢のひとつといえるであろう。 

このような問題点は残されているものの、本研究が明らかにしたベトナム・中国

両国における大学生の企業選好とその国別差は、今後の日系企業がとるべき現地有

能人材の採用戦略を検討するうえで、これまで通説として想定されていたものとは

異なった新たな示唆を与えている。今後は、多数の要因を組み込んだ直接法を用い

た調査の実施や、学生や求職者へのインタビュー調査による定性的な追加データの
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収集によって、より説明力の高い企業選好度の規定因の発見に努めていきたいと考

えている。 
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注  

1 本稿は、京都大学アジア研究教育ユニット 2013 年度 KUASU 次世代研究プロジ

ェクト「ベトナム・中国における大学生の企業選好と日系企業の採用戦略」（研

究代表者：柿沼英樹）の最終成果報告書である。ベトナム調査に関する研究報

告論文である柿沼  (2014) をもとに、中国調査に関連する記述を加筆したうえ

で再構成した。 

2 東洋経済新報社 (2013)『海外進出企業総覧［国別編］2013 年版』所収の「進出

国別の現地法人数および日本法人数」を参照した。 

3 中国の大手求人情報サイト中華英才網  (http://www.chinahr.com/) が毎年発表し

ている「中国大学生最優秀雇用主調査報告書」の 2011 年版を参照した。 

4 ベトナムで人材紹介事業を展開する CareerBuilder (http://careerbuilder.vn/) が公

表した  “Employers of Choice Survey 2013: A Study on Employer and Career 

Preferences of Vietnam’s Undergraduates and Working Professionals” を参照した。 

5 本報告書は調査結果の分析と考察に主眼を置くため、方法論に関する具体的な

議論は割愛する。なお各方法論についての詳細は、ポリシー・キャプチャリン

グ法は林・関口 (2006) や Karren and Barringer (2002) など、コンジョイント分

析は君山 (2010) や真城  (2001) などを参照されたい。 

6 Turban et al. (2001) の考察では、回答者からは、完全外資企業 (wholly owned 

foreign enterprise) と合弁企業 (international joint venture) は明確に区分されず、

外資系企業 (foreign firms) として見なされているようであるとしている。 

7 Froese et al. (2010) や Kim et al. (2012) においても、回答者に占める女性の割合

は総じて高い。また第 1 著者が大学キャンパス内で観察した印象では、調査実

施校は女子学生比率が非常に高いようである。そのため、回答者の男女の偏り

は無視できるものと考えた。 

8 “Detailing the Implementation of a Number of Articles of the Labor Code on Wages” 

(The Government Decree No.49/2013/ND-CP), http://www.ilo.rog/dyn/natlex/ より

2013 年 12 月に取得。 

9 Turban et al. (2001) は、論文内でポリシー・キャプチャリング法の採用を明言

していないものの、研究手続きに関する記述を確認する限りにおいては、ポリ

シー・キャプチャリング法によるものと見なすことができるように思われる。

また、ポリシー・キャプチャリング法と多くの共通性を持つコンジョイント分

析を用いた加藤  (2010) も、ポリシー・キャプチャリング法によるものと見な
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しても差し支えはないであろう。 

10 ハノイとホーチミンシティの違いの論述としては、たとえば “Góc nhìn thú vị 

về sự khác biệt Hà Nội - Sài Gòn (日本語訳：ハノイとホーチミンシティの違い

についての興味深い視点)” というウェブサイトの記事がある。 

http://www.thanhnien.com.vn/pages/20130419/goc-nhin-teu-tao-ve-su-khac-biet-ha-

noi-sai-gon.aspx, 2014 年 8 月下旬に閲覧。 

11 たとえば全要因計画の場合、4 要因・2 水準での測定であれば 24 回 (＝16 回) の

意思決定場面で済むが、4 要因・3 水準の場合には 34 回 (＝81 回)、6 要因・2

水準の場合は 26 回 (＝64 回) となる。一部要因実施計画を採用した場合、意思

決定場面の数の削減は極めて容易であるが、採用された意思決定場面がすべて

の組み合わせを代表するものであるかという点については慎重に検討する必要

がある。 
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